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第3章 平成16年財政再計算結果との比較   

本章では、公的年金各制度の財政状況把握をより的確に行うため、財政収支、財政指標につい  

て、実績と前回財政再計算結果との比較を行う。  

1財政計画と比較する際の留意点   

平成16年財政再計算時に作成された財政計画上の将来見通しと実績を比較する際の   

留意点を、以下にまとめておく。  

① 将来見通しは、各制度とも年金が全額支給停止となる者を受給権者から外した受給   

者について作成されている0本章では、将来見通しの比較対象である実績についても   

受給者ベースのものを使用する‖三。  

往 年金扶養比率を比較する際も、分母は受給権者数ではなく受給者数とする。  

② 厚生年金と国民年金の平成16年再計算では、被保険者数・受給者数の将来見通しは   

年度末時点の人数ではなく、前年度末人数と当年度末人数の平均である年度間平均値   

により示されている。したがって本章では、両制度の人数は、前年度末の実績と当年   

度末の実績の平均を当年度の年度間平均値の実績として、将来見通しと比較する。  

③ 厚生年金の平成16年財政再計算では、厚生年金基金が代行している部分を含めた厚   

生年金制度全体について将来見通しが作成されている。 さらに、将来見通しにおいて   

は、国庫負担繰延額などの未収部分が当初から積立金額に加算され、給付費は基礎年   

金交付金相当の部分等を除いた独自給付部分について示されている。   

そこで、将来見通しと比較するために、厚生年金の決算ベースの実績に以下の修正   

を加えた「実績推計」が作成されている。  

1）保険料収入に、厚生年金基金に係る免除保険料を加える。   

2）基礎年金交付金及び職域等費用納付金を、収支両面から除く。すなわち、収入か   

ら基礎年金交付金及び職域等費用納付金を除き、給付費から基礎年金交付金相当額   

及び職域等費用納付金相当額を控除する。  

3）2）の修正後の給付費に、厚生年金基金から給付されている代行給付分（年度末の   

最低責任準備金を算出する際に用いられている額）を加え、その他支出から政府負   

担金を控除し、政府負担金相当額を給付費に加える。  

4）積立金額に厚生年金基金の最低責任準備金及び国庫負担繰延額を加える（平成17   

年度までは公社末移換積立金残高も加える）。  
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5）収入から積立金相当額納付金、解散厚生年金基金等徴収金及び積立金より受入を  

除き、その他収入から年金資金運用基金資産承継収入を控除する（平成17年度につ  

いては、その他支けlから財政融資資金繰上償還等資金財源を控除する）。   

6）運用収入に4）の修正等により発生したであろう運用収入を加える。   

7）4）の積立金にさらに、独立行政法人への出資金のうち将来の給付費等への充当を  

予定している分を加える。  

本章では、将来見通しの比較対象として、この「実績推計」を用いる。  

④ 国民年金の平成16年財政再計算では、国庫負担繰延額などの未収部分が当初から積   

立金額に加算され、給付費は基礎年金交付金相当の部分等を除いた独自給付部分につ   

いて示されている。  

そこで、将来見通しと比較するために、国民年金の決算ベースの実績に以下の修正   

を加えた「実績推計」が作成されている。  

1）基礎年金交付金を収支両面から除く。すなわち、収入から基礎年金交付金を除き、  

給付費から基礎年金交付金和当額を控除する。   

2）積立金額に国庫負担繰延触を加える。   

3）収入から積立金より受入を除き、その他収入から年金資金運用基金資産承継収入  

を控除する（平成17年度に／〕いては、その他支出から財政融資資金繰上償還等資金  

財源を控除する）。   

4）2）の積立金額にさらに、独立行政法人への出資金のうち将来の給付費等への充当  

を予定している分を加える。  

本章では、将来見通しの比較対象として、この「実績推計」を用いる。  

⑤ 基礎年金拠出金、基礎年金交付金（報告されている場合）は、確定値ベースで将来   

見通しの報告を受けている。本章では、これらについて将来見通しと比較する際には、   

実績についても確定伯ベースのものを用いる。  

⑥ 平成16年財政再計算の将来見通しにおける平成17～20年度の基礎年金拠出金に係   

る国庫・公経済負担については、－ド成16年改正に基づき各制度とも拠出金の（1／3＋  

11／1000）相当額として見込まれているが、その後の制度改正により（平成17年度以   

降の）当該国庫・公経済負担が引きLげられていることから、平成17年度以降の比較   

にあたっては、各制度の将来見通しに、平成16年改正後の基礎年金拠出金に係る国   

庫・公経済負担引上げを反映した加工値を用いる（特別国庫負担については特に考慮   

していない）。  
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⑦ 将来見通しは、平成17年度以降について全制度からの報告を受けている。  

将来見通し作成の基礎となった数字は、厚生年金は平成13年度末（平成14年度実   

績も反映）、国共済、地共済は平成14年度末（平成15年度実績も反映）、私学共済は   

平成15年度末のデータを基とするものである。   

被保険者数や積立金のようなストックデータの実績と将来見通しとの帝離は、毎年   

度発生する乗離が累積したものである。そこで、将来見通し作成の基となるデータの   

年度から、将来見通しが公表される始めの年度までの将来見通しについても、実績と   

の比較を検討する必要がある。  

⑧ ③及び④で述べたように給付費の将来見通しは、厚生年金と国民年金では基礎年金   

交付金に係る部分等を含まないベースで作成されている。  

したがって本章では、全制度とも給付費の実績と将来見通しのとの比較は行わず、   

代わりに「実質的な支出」の比較を行う。  

⑨ 運用収入、収支残及び積立金は、簿価ベースで記述し、時価ベースについては、そ   

の旨を明示して記述している。  

⑩ 国共済と地共済は、平成16年度から財政単位が一元化され、財政再計算では国共済   

と地共済の財政を一体として扱って将来見通しが示されており、参考として、国共済、   

地共済各々の将来見通しも示されている。 →方、決算については国共済と地共済でそ   

れぞれ個別に行われている。   

本章では、国共済・地共済合算分を「国共済＋地共済」と表記することとし、国共   

済及び地共済の決算ヒアリングの結果を基に「国共済＋地共済」の数値を作成し、国   

共済、地共済それぞれに加え、「国共済十地共済」についても実績と平成16年財政再   

計算結果との比較を行う。  

寸
罠
n
㌦
r
ト
＝
P
山
’
止
〔
L
F
U
▼
バ
∴
・
」
－
．
1
r
J
・
－
－
り
V
U
F
h
一
日
「
 
㌧
－
長
†
パ
ト
l
り
ノ
」
サ
ト
司
．
＼
ヽ
〓
ト
ト
 
L
″
卜
G
「
い
ー
．
ト
・
㌧
㌧
鼻
㌢
 
1
メ
ノ
（
l
“
′
h
坪
卜
司
．
＼
 
～
，
1
・
ト
▲
呵
 
 
 

（参考）マクロ経済スライドについて   

平成16年改正では、マクロ経済スライドにより給付水準を自動調整する仕組みが導入され  

たが、物価スライド特例（平成12～14年度の3年間、消費者物価指数が低下したにも関わら  

ず、年金額を引き下げずに据え置く特例措置）による物価下落率の累積分（1．7％）が解消さ  

れるまでの間は、マクロ経済スライドは発動されないこととなっている。   

なお、平成17、18年度については、物価スライド特例が解消されなかったため、マクロ経  

済スライドは発動されなかった。  
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2 財政収支の実績と将来見通しの比較   

（1）被保険者数  

平成18年度の被保険者数について実績と将来見通しを比較すると、厚生年金、私   

学共済、国民年金（基礎年金）は実績が将来見通しを上回っているが、国共済＋地共   

済は下回っている（図表3－2－1）＝ 国共済、地共済別にみると、国共済は実績が将束見   

通しを上回っているが、地共済は下回っている。  

厚生年金は、平成15年度は実績が将来見通しをFし旦1ったものの、平成16年度以降   

は上回っており、平成18年度の実績が将来見通しを上回った割合は3．6％である。   

国共済＋地共済は平成17年度以降実績が将来見通しをF回っており、平成18年度の   

下回った割合は0．1％となっている。 私学共済は平成17年度以降実績が将来見通し   

上回っており、平成18年度の上回った割合は3．5（％となっている。国民年金（基礎   

年金）は平成15年度以降実績が将来見通しをと回っており、平成18年度の上回った   

割合は0．8％となっている。  

図表32－1被保険者数  

j【習二隼企  

項‖  隼度  ノ． 判rナ   ′夫貼    Ilf．汗算  ′1て  ∫別′．↑  
lご：j   りこゴ：）／霊二   ：1つ  ぐ2〕  （lて憲二1  （こl二：2二）′ノし豆二   

γ成   【Tl■ノノ人  lT】一ノノ人  Lr力人  丁一人  丁▲人  丁・人  

こう2．1  32．2  △0．1  ／ゝ0．2  1，2′12  

こi2」う  こ12」i  

被保険音数  
O．0  0．l  ∠1，197  

ニi2．8  こi2」i  O．5  1．5  ∠1，151   1，165  △‖  △0」i  

1＼   ニうこう∴1  32．2  1．2  こう．6  ∫1，112  ′1，111  △2  △0．l   

叶圧済  地扶済  
咄¶  隼煙  美綺    Il川一瞬二   ′Ⅰ  割合   ノ美絨  再計算 ノ1二  苦りrナ  

1      字   1′・デ、  （こト∵二2二）′／：2＼  ∴1二しズ＞   （し】二悲）グ  

γ成   「人  「人  丁人  ％  「人  丁・人  丁・人  

1，0別  3，151   

被保険音灘  
1，086  二王，‖1   

1，082  1，07ニう  9  0．9  ニi，069  こう，092  △2ニう  △0．7  

18   1，076  1，060  16  l．5  3，0：∃5  ：〕，05∫′1  △18  △0．6   

杵乍甚湖  圧隼金（基礎隼金）  

項rl  隼捜  尖純     ‥i汗算   什 割rナ   来純     再  用 ノー 割合  
1′リ  （汀ノセ〕）′こと〕   り  1ト：、2： （廿∴ム ：2ノ   

、「†Jk   「ノ＼  「人  「人  【】▲ノノ人  】r】一ノJ人  Irう▲ノノ人  

1：う1  69．R  6（）．7  （〕．1  0．1  

被保険音数  
1／12  69．7  69．5  0．2  0．こう  

′巨1R  ′112  6  1Jう  69．R  69∴1  0．‘′1  0．5  

15日  ′ト12  15  ：う．5  69．H  6‡）」う  0．6  0．H   

往1厚ノ巨†巨金、lにl尺隼金山被保険打数け隼座間ヤ均凧、一ノ叫t蝉州＝如）被†う郡毎賞▲敷は佃生来仰二てある  

汗2 r匡け諭ト他共済」〔ハ長紙に／几、て仁t、イ】金敷ゾ＝【甘合∴て抑汁Lた  
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（2）標準報酬総額   

平成18年度の標準報酬総額は、厚生年金は実績が将来見通しを上回ったが、国共  

済＋地共済及び私学共済は下回った（図表3－2－2）。国共済、地共済別にみると、いず  

れも実績が将来見通しを下回っている。厚生年金は平成15年度以降いずれも実績が  

将来見通しを上回っており、平成18年度の実績が将来見通しを上回った割合は1．6％  

となっている。 国共済＋地共済及び私学共済は平成17年度以降いずれも実績が将来  

見通しを下回っており、平成18年度の下回った割合はそれぞれ4．9％、1．3％となっ  

ている。  

（3）1人当たり標準報酬額   

1人当たり標準報酬額は、平成18年度は厚生年金、国共済＋地共済及び私学共済  

の全ての被用者年金で実績が将来見通しを下回った（図表3－2－2）。国共済、地共済別  

にみても、いずれも実績が将来見通しを下回っている。厚生年金は平成15年度は実  

績が将来見通しを上回ったものの、平成16年度以降いずれも下回っており、平成18  

年度の下回った割合は3．1％となっている。国共済十地共済及び私学共済は平成17  

年度以降いずれも実績が将来見通しを下回っており、平成18年度の下回った割合は、  

共に5．0％となっている。  
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図表3－22 標準報酬総額、1人当たり標準報酬額（月額）  
悍牛隼令  日比済十地扶折  

ユで＝」  隼度  夫紙     巾．汁盲；亡   ′ミ■：  ′糾合   ノぷ綿     巾．汗算   差  割合  
こ1  嘉   こじ塩－  （こ！二霊二）／霊   汀）     ：2ニ   1卜し曇） （コニつこ2：）／宜   

十戒   兆トI」  兆「【j  兆＝  億ト1j  億トIj  億ll】  

ト15．9  ト44．6  1．2  0．9   299，324  

標準報酬  1J16．9  ト15．5  1．4  0．9   296，696  

ト48．7  1／16．9  1．8  1．2   29こi，270   300，427  △7，156  Jゝ2．4  

18   151．6  ト49．2  2．′4  1．6   289，166  ：う04，110  △14，94∠4  △4．9   

、日長   r【J  l】」  ll】  「】j  lJj  †】」  t  

こi75，0か1 ：う71，182  882  0．2   587，051  

1人、【うたり  こ汀′1，削2  ：う75，5朋  △732  △0．2   587，977   

標準報酬細  371，238   379，26：う  △5，025  △1．3   587，915   60l，055  △1：う，110  △2．2  

: 18 ニう7：〕，819   3H5，632  ′111，7とi：i  △こi．1   585，427   616，0‖  メェニ柑，586  Jユ5．0   

川井済  池井済  
1ri＝  申隻  ′夫絞     れ汁算   差  割合   実績     再計算   ノf三      吉りr†  

：l  劣   j 「リ  廿巨悪）′′なノ   rLつ  〔Jつ3：  （こiJ〔空））′、2 

十戒   億ト1」  低目  イ長＝I」  ，  伯r【j  位ーリ  信一【j  

71，088  228，236  

標準報酬  70，717  225，979   

総鮎  70，65′1  70，460  194  0．こう   222，616   229，967  △7，351  △3．2  

i＼   70，3：う7  71，：う用  △9日O  Jゝ1」   2L8，829   2ニう2，792  △1こう，963  △6．0   

平成   一日  ！】j  いj  
（）′′  ＝  トL】  l∫】  （ゾ，  

5ご12，69′′1  602，こうR7  

l人、【1たり  5′l：5，117  60ニー，57日   

標準輔酬裾  545，501  5i7，29（う  △1，795  △OJう   602，790   619，706  △16，916  △2．7  

: 18 545，ノ129   560，45′1 ∠＼15，025  △2．7   599，560  635，こう08  △35，748  △5．6   

私′7軋吾  

墳Il  隼度  ′美綺     巾計算   ノミ・・     ‘割合  
こ「  リ1   二1J十こ2：  （しぃ霊）霊   

十戒   億1】j  倍‥J  億ト1j  

26，07（う  

標準報酬  26，263   
総触  26，▲195  26，807  △こう12  △1．2  

は   26，827  27，1日l  △354  △1．こう   

半成   LJ  F【j  「1」  り1，  

′′198，0：う1  

l人、Llたり  493，099   
標準報酬触  ノ190，3ニう6   505，OH7 ／＼14，751   Jゝ2．9  

†＼   （′186，689   512，122  ′ゝ25，∠1ニう：う  △5．0   

＝ 臭紙の標準灘酬総触再∴隼座17jJ累汁ご′与）る1人＼【廿り標準至純酬糾は、標準報酬総鶴を被†斜坑ノ番数ソ）隼度聞累計ご′．別／〕た牛皮聞ヤ署である 

主二2 地4し済〟）標準報酬総裾及びl人、Lうたり標準報酬禎け、総報酬ベースに換算した場合び）鰍〔∴ある  

ト．こう 将来見通しり）lJ＼り1た佃野準鞘酬触は標準報酬総恕甘被保険音数（け′j耳金は隼度い＝1与備、そ叫也〃）制梗㍑牛皮木≠）及び12で険して廿日軒ごある  

i．」「【にー甚済一池井済」直美織に／〕いて仁工、叶企数理部1∵て推計した  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（4）受給者数   

平成18年度の受給者数は、厚生年金、国共済＋地共済及び私学共済は実績が将来  

見通しを下回ったが、国民年金（基礎年金（基礎年金相当受給者を含む））は上回っ  

た（図表3－2－3）。国共済、地共済別にみると、いずれも実績が将来見通しを下回って  

いる。 平成18年度について、実績が将来見通しを上回った割合又は下回った割合に  

ついてみると、厚生年金は3．0％、国共済＋地共済は3．7％、私学共済は0．5％、そ  

れぞれ実績が将来見通しを下回っており、国民年金（基礎年金）は1．3％上回ってい  

る。   

年金種別にみると、老齢・退年相当が、厚生年金は0．1％、国共済＋地共済は0．8％、  

私学共済は0．9％それぞれ下回っており、通老・通退相当が、厚生年金は6．3％、国  

共済十地共済は27．5％、私学共済1．2％、それぞれ実績が将来見通しを下回っている。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－2－3 受給者数   

厚生隼金   
埼¶  隼度  ′王統  

国共済卜地共済  
再計号て7  ′倒合   ノミ′  

Lij、    （rl＝ゴ、）′ノこ2ノ   
1  

ノ別「㌻  
′夫絹      鳳汁第 （l       巨11イ2いゾ   

十戒   【7】ノノ‘人  【Jノ人  「】▲ノノ人   丁人  r▲人  丁人  
20．H  ニヱ1．コ  ご10∴1  ∠′1、1．H   2，～）9∫′】  

′㌫拾打数  コ1．リ  22∴i  ∠ユ0．う  ／＼2．2   ：i，OH6   

合計  22．7  ご：う」i  △0．6  ノへ2．5   こう，1（う2  ：ミ，25（）  ′、（）7  ∠∧＼：う．0  

t＼   2：う．（i  」ノ1」与  △0．7  ノ∧、：う．0   こi，2二う二j  ：う，：ミ5パ  ∠へ125  ′＼Jう．7  

: li 〔）．パ  リ．H  ′＼0．n  ／㌧0．0   2，071   
老齢・退隼  ＝）」i  10」i  （）．0  0．2   2，121   
頼り】  10．7  10．h  O．（）  0」i   2，158  2，】71  ／、＼1：う  ′′＼り，6  

＝刀  Il．1  △0．0  ∠ユ0．1   2，1別）  2207  ∠△18  ∠1＼0ト；   

h．9  7．2  △0．こう  ハ．′ト1   175  

座老・通退  7Jj  ＝  ∠ユ0∴1  △5∴1   圧＝   

f‖、」1  7．（ミ  パ，】  ′10．5  ∠△5．8   20H  コ75  ′へh6  ／＼コ∴l．2  

H．O  H．5  ′＼＼0．5  ∧6J弓   22〔i  二う12  ′＼H6  ′ハゝ275  

0」う  0」ミ  0．0  0．0   

0」う  0」う  0．0  （〕．5   」う：  

0．1  0」う  0．0  1．0   こうこi  ：5日  △5  ／へ】二う．9  

（），1  り∴1  （），0  0．5   ニーこ∋  ：拍  ∧6  ′へ151  

：i．R  ：i．リ  △、0．1  へ1．7   717  

ニi．†）  1．0  ／＜＼0．I  J＼2．5   7ノ1（1  

l．1  1．2  JlO．1  △：う．′l   7（〕：う  ′、12  ∧1，5  

†＼   l．2  1．1  ∠＼0．2  △1．2   7H∴l  ～封）0  ∠△16  ∠↑＼2．0   

国共済   池井済  
川l】  隼度  美績     lり 用  ′糾合   

L ト：21   （：ト：こ2））′㌢   
た紙     Ilh汁草 言 

ご仁  
割合  

Ⅰつ  ′き、）  1、′ノ∫八    （廿′2＼）／ゾ   

十戒   丁ノ＼  丁ノ、  「人   「人  rノし  丁人  
906   2，OR8  

受給肴数  リ：う：う   2，152   
合計  956  リ〔）8  △12  ／＼′1．2   2，20（〕  2，2til  ∧55  △ご∴1  

18   9日O  l，0：う7  △57  ∠15．5   2，25こi  2，二う21  △、（う8  ∠㌧コ．f）   

: 15 （ミ0′′l   1，ノ167  

ど齢・退隼  6】二う   1，5〔）H   

柚、」1  （う18  †う川  0」う   1ふ10  1，555  ∧15  ′二＼1．0  

62∫1  h2：う  
I  O．1   1，5〔－6  1，5と‖  △1‡）  ／へ、、、1．2   

11H  
通産・適退  6日  1二25   

佃、■1  7H  lO7  ∠ゝ2t）  ∠竺、2fi．t）   Ⅰ二う0  1（1ト；  △38  △22．5  
H～）  1ニ川  ／へ．∫′1】  ′、、こぅl，1   1：う7  け㍑  △′15  △ご′′l．7  

9   ∵／  

リ   ∵：  

川  ト1  ∠＼、5  ∠、∴う2．（さ   2ニう  2∴l  ／へ、1  ノヘ2．8  

1（）  15  ／＼5  ′、、：うこう」う   21  25  Jユ1  ∠ぐ、1，1  

2、う6   181  
2＝   ノ1リ7  

25（）  」h】  へ1（）  ∫へ：う．H   51：i  5】5  ∠＼2  ∠↑ゝ0」ミ  

】8   257  ゴ70  △1：2  ′′△′1．5   5ニ三7  5：う0  △′′l  J㌧0．7   

私て：杜済   

1Ll】F  什せ  
Ⅸ  1＼雄二金（基礎隼金）  

上紙     11h汁第  割合   美織      再  ？ Y 
l  

‘出合  
】      （l二し2′）∴ごニ   1（2、：    （ ′i＼2ノトリ   

平成   rノ＼  「人  r・ノ、   肯ル人  L】－ノノ人  「∫1∧ノノ人  

2こう1．5   2ノ】，1  2′′l．I  O∴1  1，5  
′支給〃放  217」ミ   25．2  21．パ  0∴1  l．5   
「ナ汁  ㌘拍．2  2〔iこi．1  ′三上こぅ．（）  ∠ぐゝ1．5   25．リ  コ5．（i  O∴】  1∴1  

1＼   272．h  2トl．0  ／ゝ卜l  △0．5   2（う．H  ごh．∴l  （ト1  1」う   

: li; tう7」う   22．5  22，5  0．n  O．Ⅰ  

と齢・週什  7I．H   2：う．2  2：ミ．2  0．0  〔）．1   

川、Ll  7（〕∴1  77．6  へ1，2  ノヘ1，5   2：う，リ  コ：与．リ  0．0  0．0  
Hl．】  バ1．リ  ∫へ0，7  ノ′㌧0，リ   21．8  21．H  ／へ（），0  ／ヽ、（＝）   

11（）．り  

適と・適退  lコ6」ミ  

佃、■r  1：ミⅠ，H  l：ミ5，l  八：与∴う   ノユ2．5  

l：う8二う   卜10．0   ∠ユ1．7   ∠ユ1．2  

1．（）   1．（う  1．5  0．2  】2．（）  

1．7   1．7  1．5  0．2  Ⅰ2．9  

1．H  l．H  ノ′へ＼（）．！  ′∧ゝ：ミ．1   1．7  0．2  1：う．H  

1．9  1．リ  ノ′㌧0．1  ∠1く1．0   1．7  ）  0．2  卜1．h  

】h，h   0」i  （），2  0．2  1（〕ニう．7  

17．5   （〕」う  0．2  0．2  100．1  
用．2  1H．t；  0．7  1」i   0」う  0．1  0．Ⅰ  †）h，リ  

1H   51．こう  50．2  1．1  2．1   0」i  O．1  0．1  り′1．l   

ィilJ？′‡イト金、【机上くi余上がIJ射り、1′旦ノ情、ギ（／他〔7J制席H什明り」一日廿高  

圧2 囚上くイト1押）√支糸合れこはノ〃∴基瀾咋凍ぺ㈲渚せ合わ∵虹∴ †1U巨料ノり諦fir［∴之紺紅招女であろ  

汗：う 同根斤十地代済」しり長紙に／几、てr亡、隼企敬川描け汗て抑．，仁一た  
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第3章◆平成16年財政再計算結果とのtヒ較  

（5）保険料収入   

平成18年度の保険料収入は、厚生年金は実績（実績推計）が将来見通しを上回っ  

たが、国共済＋地共済、私学共済及び国民年金は下回った（図表3－2－4）。国共済、地  

共済別にみると、いずれも実績が将来見通しを下回っている。厚生年金は、平成15  

年度以降いずれも実績（実績推計）が将来見通しを上回っており、平成18年度の実  

績（実績推計）が将来見通しを上回った割合は1．3％となっている。国共済＋地共済  

及び私学共済は平成17年度以降実績が将来見通しを下回っており、平成18年度の下  

回った割合はそれぞれ5．0％及び0．3％となっている。国民年金は、平成15年度は実  

績が将来見通しを上回ったものの、平成16年度以降は下回っており、平成18年度の  

下回った割合は15．4％となっている。  

図表3－2－4 保険料収入額  

厚生年金  国共済＋地共済  
保険料  実績  再計算   差    割合  
収入額           実績  実績推計  再計算   

①  ②   差  割合                  （彰②  （①②）／②  ＋  国   ①②；（①－②）／②   

平成   兆円  兆円  兆円  兆円  ％  億円  億円  億円  ％   

15   19．2  20．2  19．7  0．5  2．6      39，907   

16   19．5  20．2  20．0  0．2  0．9      39，954   

17   20．1  21．0  20．8  0．2  1．1      40，389  41，346   △957  △2．3   

18   21．0  21．9  21．6  0．3  1．3      40，644  42，761 △2，117  △5．0   

地共済  

差  割合   実績   再計算   差    割合  

保険料 収入額  国共済          再計算                  十  国  ① －②  （（D－（∋）／②   ①     ②   ①一②；（①②）／②   

平成   億円  億円  億円  ％  億円  億円  億円  ％   

15   10，231  29，677   

16   10，218  29，735   

17   10，290 10，249  41  0．4     30，099  31，097  △998   △3．2   

18   10，333 10，464  △132  △1．3     30，312  32，297 △1，985   △6．1   

私学共済  国民年金  

保険料 収入額            再計算   差  割合   実績  再計算   

（D  ②   ①②  （（D－②）／②   ①  ②   差    割合               ①－②；（①－②）／②   

平成   億円  億lIj  億円  ％  兆円  兆円  兆円  ％   

15   2，736  2．0  1．9  0．1  5．0   

16   2，758  1．9  2．0   △0．0   △1．6   

17   2，865  2，873  △7  △0．3  1．9  2．1  △0．1  △5．8   

18   2，992  3，000  △8  △0．3  1．9  2．2   △0．3  △15．4   

注1厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  

注2 私学共済の保険料収入額には都道府県補助金を含む。  

注3「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。、  
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第3革◆平成16年財政再計算結果との比較  

（6）国庫・公経済負担   

平成18年度の国庫・公経済負担は、厚生年金及び私学共済は実績（実績推計）が  

将来見通しを卜回ったが、国共済＋地共済及び国民年金はF回った（図表32－5）。国  

共済、地共済別にみると、いずれも実績が将来見通しをF回っている。厚生年金及び  

私学共済で平成18年度の実績（実績推計）が将来見通しをL回った割合はそれぞれ  

0・7％及び2．5（払となっており、国共済＋地共済及び国民年金の下回った割合はそれ  

ぞれ2．0％及び5．8％）となっている。  

図表3－25 国塵・公経済負担額  

厚／l    牛金  

国庫十公繹  い二1共済＋地典済  

実績   再計算   
済負中1額                実績  実績推計  iヰ  ト算   田  割合  差  割合  

〔1ニト（劣  （〔！二〕笠）／ノ′′妻）  〔E   〔、空   ①【ノ②  （①②）′／′芝   

平成   兆「リ  兆l－」  兆「り  拙リ  ー舛，  値lリ  佑F－］  億円  ％，   

15   1．1  ′1．1  ∫′1」う  △0．2   △5．2  4，735  

16   ／1∴う  4」与  1．′1   J△0．1  △2．1  5，320  

17  4.,t, 1・5  ユニ呂）（△0・1）（△3・1）       5，416 
（ 

喜（△17こう）   （△：う．1）  
（  

1＼  …  1.8 
（） 

（0・0） （0・7）       5，580 喜芸（△113）（△2・0）   
（   

Fi三1甚済  

同庫・公経  
地共済  

済負机裾            再計算   明 ノⅠ三  割合   美埼   il持「算   ※    割合  
十  こ （i〕憲：（〔D－－・②）／②   

平成   佑lり  佑l－j  佑ー－］  －さイ，  倍「り  侭ト⊥J  億円  r瑳，   

15   1，4ニう3  3，302   

16   1，525  ニう，795   

17  1，589 
（ 

（△2）（△0・l）     3，828 （） （△171）（△4・3）  

18   1，622（ミ詣（△10）（△0・6）     3，958 （） （△103）（△2・5）   

私ヤー共済  
匡一庫・公緯  

同比年三金  

済負担額            再計算   ′1て  割合   実績   再計算   ぷ    割合  
＋  十   工－・㌍）  しこじ▼②）／′′②  鑑    ②   ¢②：（00②）／②   

十丁し   佑「J  倍†－J  侶「】  － 
，  兆「－］  兆トリ  兆H  ％   

15   452  1．5  1．6  △0．1  △4．1   

16   499  1．5  1．6  △0．1  △7．3   

17  5こi7  （9） （1・7）  1・7  
（）  （ 

（△0・1）（△3・5）  

18  fi57 
（） 

（14） （2・5）  1・8  i二3（△0・1）（△5・8）   
（）   

注1厚′巨年二食の実績推計に／）いては、川語解ぷ小甘生隼金の実績推計」の項を参照グ）こと、）  

江2 再計算〝）γ成17勺＝度以降∬（州〔ノ）数仰二は、賂礎年金拠山金に係る［司庫・公経済負担について   
、印加6隼改正後の引上げ分を反映Lた力【＝二廿ごあり、年金数理部会にて推計した＝  

は：i「国共済十地持済」の尖績については、年金机l倶祁会にて推計した 

107   



第3章◆平成噸   
（7）運用収入  

平成18年度の運用収入は、厚生年金（時価ベース）、国共済＋地共済、私学共済及   

び国民年金（時価ベース）全てにおいて実績（実績推計）が将来見通しを上回った（図   

表3－2－6）。国共済、地共済別にみても、いずれも実績が将来見通しを上回っている。   

厚生年金及び国民年金は平成15年度以降、国共済＋地共済及び私学共済は平成17年   

度以降、いずれも実績（実績推計）が将来見通しを上回っている。平成18年度につ   

いて、実績（実績推計）が将来見通しを上回った割合についてみると、厚生年金46．4％、   

国共済＋地共済71．8％、私学共済68．9％、国民年金24．6％となっている。  

各制度で運用収入が将来見通しを上回ったのは、運用利回りの実績が将来見通しを   

上回っていることが大きな要因である。運用利回りの将来見通しは、平成18年度で、   

厚生年金が2．21％、国民年金が2．18％、国共済＋地共済及び私学共済が2．30％とさ   

れているが、実績は、各制度で将来見通しを上回る結果となった。  

なお、公的年金では保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇率に応じて増減   

することから、運用利回りの実績を将来見通しと比べる際は実質的な利回りで比較す   

る必要がある（第4節参照）。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－2－6 運用収入と運用利回り  

厚′卜隼令   H共詔ト＝也杜済  

‘ 再 ノ1＝  項†l  隼度        某紙：爛．押付  ーれ汗㌫ ， t   Ⅰ l ト 
十戒  兆リ   兆「1」  兆F【j  兆H   値†1」  倍トリ  佑【l」  

15  9，ニー57  

［6．′1」［7．0］   ：う∴1  「こう．h］ ［105．7］   ［20，277」  
1．6   9，6′13  

運用  ［：う．71［ノ1．1］   2．8  ［1」う］ ト1∠ぃり   ［‖，′1911   
17  

；呂」7，38：‥7，酬 
［9．2］「1（レ11二う．0（こう．0） ［（7．1）］［（2‘′19．8）］   ［（［］  

川   
［（1．6）］［（46．刃」   「 

10，616（10，621）［；］ 
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（8）実質的な支出額   

平成18年度の実質的な支出額は、厚生年金及び私学共済は実績（実績推計）が将  

来見通しを上回ったが、国共済＋地共済及び国民年金は下回った（図表3－2－7）。国  

共済、地共済別にみると、国共済は実績が将来見通しを上回っているが、地共済は下  

回っている。厚生年金は、平成15年度以降いずれも実績（実績推計）が将来見通し  

を上回り、国民年金はいずれも下回っている。国共済＋地共済は、平成17年度以降  

いずれも実績が将来見通しを下回っているが、私学共済はいずれも上回っている。   

平成18年度について、実績（実績推計）が将来見通しを上回った割合又は下回っ  

た割合をみると、厚生年金は1．0％、私学共済は1．4％それぞれ上回り、国共済＋地  

共済は1．6％、国民年金は5．8％それぞれ下回っている。  

図表3－2－7 実質的な支出額  

実質的な  
厚生年金  国共済＋地共済  

支Jl1額        実績 ≡実績推計j 再計算    ①  ②   差    割合   実績  再計算   差  割合  
①－②：（①－②）／②  ①  ②   （丑②  （（丑－②）／②   

平成   兆円  兆円  兆円  兆円  ％  億円  億円  億H  ％   
15   29．3  30．5  30．0  0．5  1．6   49，832   

16   30．4  31．6  30．9  0．7  2．3   52，281   

17   31．0  32．3  31．7  0．6  1．9   53，384  54，041   △657  △1．2   

18   31．9  33．0  32．7  0．3  1．0   54，699  55，585  △886  △1．6   

国共済  地共済  
実質的な 支出額        実績 ≡ 再計算   実績 ≡ 再計算   

①     ②   
差  割合  

差    割合                  （D一② ：（（D②）／②  （∋     ②   （カー②  （①②）／②   

平成   億円  億円  億円  ％  億円  億円  億円  ％   
15   13，768  36，064   
16   13，644  38，638   
17   13，410 13，182  229  1．7   39，974  40，860  △886  △2．2   

18   13，998 13，766  232  1．7   40，701 41，819 △1，118  △2．7   

私学共済  
実質的な 支出額  

国民年金  

①     ②   
差    割合   実績   再計算   差    割合  

①－② ：（（ヨ②）／②  ①     ②   （D－②：（（彰②）／②   

平成   億円  億H  億円  ％  兆円  兆H  兆円  ％   
15   3，388  3．6  3．7   △0．2  △4．5   

16   3，532  3．6  4．0   △0．3  △8．3   

17   3，661  3，626  36  1．0  4．0  4．1  △0．2  △4．0   

18   3，784   3，733  51  1．4  4．2  4．5   △0．3  △5．8   

注1 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  
注2 「国共済＋地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（9）基礎年金拠出金関連   

ここでは、基礎年金拠出金だけではなく、基礎年金拠出金算定のもととなる基礎年  

金給付費、基礎年金拠出金算定対象者数等についても、将来見通しとの比較を行う。  

将来見通しは確定値ベースで作成されていることから、実績についても、決算ベース  

ではなく、確定値ベースでみるし，  

ア 基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計   

基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計の実績は平成15～18年度のいずれ  

も、将来見通しをL匝川、その割合は0．2～0．5％となっている（図表3－2－8）。   

図表3【28 基礎年金給付費と基礎年金相当給付費の合計等  

基礎年金給付費と應礎年金相当給付費の合計  特別国庫負担額  

年度            再計算   差  割合  実績（確定値）≡ 再計算   差     割合  
①  ②   ①②  （①②）／′②   ①     ②   ①一－②；（①②）／／′②   

平成   兆lll  兆円  兆lリ  （冥｝  兆lリ  兆円  兆ll」  （冥，   

15   16．0  15．9  0．0  0．2  0．5  0．5  △0．0   △1．4   

16   16ノ1  16．3  0．0  0．3  0．5  0．5  △0．0   △2．4   

17   16．！）  16．8  0．1  0．5  0．5  0．5  △0．0   △3．4   

18   17．5  17．1  0．1  0．4  0．5  0．5  △0．0   △7．6   

イ 基礎年金拠出金算定対象者数   

全制度計の基礎年金拠出金算定対象者数の実績は、平成18年度は将来見通しを下  

回り、その割合は2．7％であった（図表329）。平成17年度は、将来見通しを2．2％  

上回っているが、平成17年度から第3号被保険者の特例届出の措置が講じられたこ  

とにより平成17年度の拠出金算定対象者（第3号被保険者分）が増加したことが影  

響していると考えられる。   

平成18年度について制度別にみると、厚生年金及び私学共済は実績が将来見通し  

をL回っており、その割合はそれぞれ2．5％及び2．6％となっている（図表3－210）。  

一方、国共済＋地共済及び国民年金は実績が将来見通しを下回っており、その割合  

はそれぞれ0．4％及び18．8％，となっている。国共済、地共済別にみると、国共済は  

実績が将来見通しを下回っているが、地共済は上回っている。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

ウ 基礎年金拠出金単価   

平成18年度の基礎年金拠出金単価については、分子の大部分を占める基礎年金給  

付費と基礎年金相当給付費の合計額の実績が将来見通しを上回り、また、分母の基礎  

年金拠出金対象者数の実績が将来見通しを下回ったため、平成18年度の基礎年金拠  

出金単価の実績は将来見通しを上回り、その割合は3．5％であった（図表3－2－9）。  

注 基礎年金拠出金単価＝（基礎年金給付費＋基礎年金相当給付費一特別国庫負担）  

／基礎年金拠出金対象者数  

図表3－2－9 基礎年金拠出金算定対象者数、基礎年金拠出金単価  

基礎年金拠出金算定対象者数（全制度計）  基礎年金拠出金単価  

年度            再計算   差  割合  実績（確定値）  再計算   差  割合  

回  ②   ①－②  （①－②）／②   ②   ①－②  （（ヨー②）／（∋   

平成   百万人  百万人  百万人  ％  円  円  円  ％   

15   58．0  57．3  0．7  1．2  22，239 22，443  △204  △0．9   

16   57．8  57．9  △0．1   △0．2  22，924 22，806  118  0．5   

17   59．6  58．3  1．3  2．2  22，986 23，351 △365  △1．6   

18   57．5  59．1   △1．6  △2．7  24，626 2・3，804  822  3．5   

注1基礎年金拠出金単価は、名目額である。   
注2 平成17年度から第3号被保険者の特例届出の措置が講じられた。  
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